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Ⅰ 統計編



年間総実労働時間は減少傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働者以外の者）につ
いてほぼ横ばいで推移するなかで、平成８年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと等がその要因と考
えられる。
なお、平成２１年には、前年秋の金融危機の影響で製造業を中心に所定内・所定外労働時間がともに大幅に
減少したが、その後、総実労働時間は１７００時間台半ばで推移している。

年間総実労働時間の推移（全国）
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移
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年間総実労働時間の推移①

一般労働者、パート労働者とも、東京では全国に比べて、総実労働時間及び所定内
労働時間は短く推移している。
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(資料出所) 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 (注)   事業所規模３０人以上。

(所定外労働時間：時間)
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年間総実労働時間の推移②
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調査産業計 建設業 製造業 運輸業 卸売業 金融保険業 医療福祉情報通信業 サービス業 5～29人 30～99人 100～499人 500人以上 一般労働者パート労働者

規模別
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産業別・規模別労働者1人平均労働時間
建設業、卸売業、金融保険業等においては、全国に比べて東京の労働者１人当たり
総実労働時間及び所定外労働時間が長くなっている。



週60時間以上就業する雇用者数及び割合の推移

東京では、週60時間以上就業する雇用者数の割合が、全国に比べて高く推移し
ている。
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(資料出所) 厚生労働省「労働力調査」 総務省「就業構造基本調査（東京分）」

(割合：％)

東京 週間就業時間が60時間以上の者の割合

全国 週間就業時間が60時間以上の者の割合

全国 週間就業時間が60時間以上の雇用者数

東京 週間就業時間数が60時間以上の雇用者数

83.6
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年次有給休暇の取得状況

全国の年次有給休暇の取得率は40％台後半であるが、東京における年次有給休暇
の取得率は、ここ数年50%台前半で推移している。
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注 上記の年数表示は調査年を示しており、各数値は表示年の前年の状況を示している。
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（注） １） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。

２） 「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
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※「運輸業，郵便業」について、Ｈ２３のデータ（平成２４年調査）より平成２１年経済センサス-基礎調査による抽出替えを行ったことから、平成１
９年１０月に民営化された郵便事業（株）が新たに調査対象となった。
※Ｈ２６のデータ（平成２７年調査）より調査対象が「常用労働者が３０人以上である会社組織の民営企業」から「常用労働者が３０人以上であ
る民営法人」に変更され、更に「複合サービス事業」が調査対象に追加された。

産業別年次有給休暇の取得状況（全国）

年次有給休暇の取得状況は、産業別にばらつきがみられる。
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通勤時間と帰宅時間

東京都では、通勤にかかる時間が長く、帰宅時間は全国で最も遅くなっている。

資料出所：総務省「平成23年生活基本調査」 東京都「平成28年東京都女性活躍推進白書」
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≪№1-1≫
年齢階級別
で見た女性
の労働力率
の推移（東京
都）
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≪№2-1≫
年齢階級別・
配偶関係別で
見た女性の労
働力率の推
移（東京都）

≪№2-2≫
年齢階級別・
配偶関係別で
見た女性の労
働力率の推
移（全国）

女性の年齢階級別労働力率の推移（全国、東京）①

東京都では、若年層における女性労働力率の高さを背景として、全国に比べて女性労働力率は高い(東京都
52.5％、全国49.8%(平成27年))。東京都では、M字の左のピークが高いことも相まって、M字カーブの谷が（近年浅
くなってはきているものの）全国より深く、またM字の底から右のピークへの上昇が弱い傾向。《№1-1》,《№1-2》

配偶関係別に見ると、未婚では概ね全国と同程度か高く、有配偶では15～34歳の各層では全国より高いもの
の、35～59歳の各層では全国より低い。《№2-1》,《№2-2》
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11.3%

11.3%

11.3%

11.6% 12.2%
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11.2%

4.0%
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1.2% 1.1%

0.9%

0.8%
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正規の職員・従業員 パート・アルバイト・その他 労働者派遣事業所の派遣社員

その他 完全失業者

8.8%
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30.8%
28.1%

24.8% 22.9% 22.5% 22.6%
19.8%

8.8%

2.2%

16.7%

20.5%

21.5%
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36.4% 39.5% 38.0%

33.2%

26.0%
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2.1%

2.2%
2.3%

1.8%

1.1%

0.6%

0.2%

5.5%

6.5%

6.0% 6.7%
7.5%

8.1%

8.9%
10.0%

11.7%

13.3%

11.3%

3.7%

2.3%

1.7% 1.3%

1.2%

1.2%

1.2% 1.1%

1.0%

0.8%

0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

正規の職員・従業員 パート・アルバイト・その他 労働者派遣事業所の派遣社員

その他 完全失業者

No.3-1,3-2 総務省「国勢調査」(平成27年）
（注）「その他」は「雇用者」を除く「就業者」（「役員」「業主」「家族従業者」等）。

≪№3-
1≫有配
偶女性の
年齢階級
別・就業
形態等別
割合（東
京都）

≪№3-
2≫有配
偶女性の
年齢階級
別・就業
形態等別
割合（全
国）

女性の年齢階級別労働力率の推移（全国、東京）②

東京都の有配偶女性について就業形態等別割合を見ると、40～44歳層以降は「パー
ト・アルバイト・その他」が「正規の職員・従業員」よりも高くなる。《№3-1》
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管理職（課長相当職以上）に占める女性割合は、概ね全国と比べやや低い水準ながらも上昇傾向。《№1》

業種別に、東京都の管理職（係長相当職以上）に占める女性割合を見ると、建設業、製造業、情報通信業、運輸・郵便業、卸売・小売業、不動産・物品賃貸
業等で低い水準。《№2》

企業規模別に、東京都の管理職に占める女性割合を見ると、大規模企業ほど低い傾向。《№3》
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≪№2≫業種別の管理職（係長級以上）の女性割合（東京都）（H24～28）

(%)

N0.2〜No.3：東京都産業労働局「東京都男⼥雇⽤平等参
画状況調査結果報告書」により東京労働局作成

女性の管理職への登用状況（全国、東京）
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≪№1≫管理職に占める女性割合（Ｈ17～Ｈ27）



東京都における育児休業取得率は、女性は、平成22年度以降90%以上で推移。男性は、上昇傾向にあり平成28年度で7.4%。《№1》

東京都における男性の育児休業取得率を企業規模別に見ると、1000人以上規模や500～999人規模で伸びが大きい。《№2-1》

東京都における男性の育児休業取得期間（平成28年度）を見ると、3か月未満が68.4%を占めるが、3か月以上も23.7%。《№2-2》

東京労働局 雇用環境・均等
部

東京：東京都産業労働局「東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」により東京
労働局作成（※平成24年度についてはデータなし）
全国：厚生労働省「雇用均等基本調査」
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30～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上

(%)

≪№2-1≫男性の育児休業取得率の推移（東京都、企業規模別）

東京都産業労働局「東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」
により東京労働局作成

《No.1》 （注）東京都の育児休業取得率は、前年度1年間（4月1日～3月31日）に(配偶者が)出産した者のうち、調査時点までに育児休業を開始あるいは取得の申出をした者の割合。全国の育児休業取得率
は、調査前々年10月1日から翌年9月30日の1年間(平成23年度より前の年度は調査前年度1年間)に(配偶者が)出産した者のうち、調査時点までに育児休業を開始あるいは取得の申出をした者の割合。
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無回答

(%)

68.4%

≪№2-2≫男性の育児休業取得期間別内訳（東京都）

東京都産業労働局「平成28年度 東京都
男女雇用平等参画状況調査結果報告書」

下記（注）参照

23.7%

育児休業の取得状況
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無回答

(%
)

大規模企業及びその従業員の方が、女性の活躍推進や男性のワーク・ライフ・バランス推進等に積極的な回答が多い傾向。
《№1》《№2》《№3-1》《№3-2》

一方で、「男性従業員が育児休業を取得するに当たっての課題」として「上司の理解が進まない」や「キャリア形成において不利に
なる懸念」を従業員が挙げる割合は、大規模企業ほど高くなる傾向。《№4》

No2～No4：東京都産業労働局「平成28年度 東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」により
東京労働局作成

東京都生活文化局 「女性活躍推進に関する企業・従業員調査（平成27年）」により東京労働局作成
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13

≪ №1 ≫女性の活躍を最重要課題の一つとしているか

≪ №3-2 ≫男性の育児参加への考え（Ｈ28 従業員調査）

≪ №3-1 ≫男性の育児参加についての考え（Ｈ28 事業所調査）

≪ №2 ≫男性のワーク・ライフ・バランス推進に取り組み必要性（Ｈ27 事業所調査）

≪ №4 ≫男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題（従業員調査）（複数回答）



Ⅱ 取組編



⻑時間労働削減推進本部
【趣旨】
「⽇本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）に、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、
平成26年6⽉に「過労死等防⽌対策推進法」が成⽴。⻑時間労働対策の強化は喫緊の課題。
→ ⼤⾂を本部⻑とする「⻑時間労働削減推進本部」を設置（平成26年9月30日）

本 部 ⻑ 厚生労働大臣
本部⻑代理 厚生労働副大臣（労働担当）、厚生労働大臣政務官（労働担当）
事 務 局 ⻑ 労働基準局⻑

過重労働等撲滅チーム
① ⻑時間労働削減の徹底に向けた重点
監督の実施
ⅰ 相当の時間外労働時間が認められ
る事業場等
ⅱ 過労死等に係る労災請求がなされ
た事業場等を対象に、重点監督を実
施。

② 相談体制の強化
③ 労使団体への要請
④ 過労死等の防止に向けた取組

過重労働対策の一層の強化
○月100時間を超える残業が⾏われてい
る事業場等への監督指導の徹底
○局⻑⾃らが経営トップに是正勧告書を
交付し是正指導
○過重労働撲滅対策専従チームの新設
○インターネットによる情報監視 等

働き方改革・休暇取得促進チーム
① 本省幹部による企業経営陣への働きかけ
② 地⽅⾃治体との協働による地域レベルでの年次有
給休暇の取得促進

③ 切れ⽬のない年次有給休暇取得促進

省内⻑時間労働
削減推進チーム

各都道府県労働局に設置
（平成27年1⽉〜）

東 京 労 働 局
働き方改革推進本部

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの実現
「地方創生」につなげる
◯ 仕事と生活の調和を図るこ
とができる環境の整備

◯ 地域の特性を生かした、魅
⼒ある就業の機会の創出

（本部⻑ 東京労働局⻑）平成27年1月16日設置

企業の⾃主的な働き⽅の⾒直しを推進

〈協⼒要請・連携〉
・東京都等地方公共団体
・事業主団体
東京経営者協会
東京商工会議所
東京都中小企業団体中央会
東京都商工会連合会 等

・労働団体
連合東京 等

① 労働局⻑、労働基準部⻑による企業経営
陣への働きかけ（仕事の進め⽅の⾒直しによ
る時短など）
② 地方自治体、労使団体等との連携による
働き⽅の⾒直しに向けた地域全体における
気運の醸成（年次有給休暇の取得促進など）
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「働き方改革」の要請のための企業訪問

平倉総務・⼈事部⻑（左）に、
「働き⽅改⾰」の要請を⾏う、
古瀬陽⼦雇⽤環境・均等部⻑（右）

好事例の紹介、企業の⾃主的な働き⽅の
⾒直しを推進するため、労働局幹部が、
取組みを進めている企業経営陣等を
訪問しています。

平成28年9月27日
昭和電工株式会社

平成28年11月30日
協和発酵キリン株式会社

⼤内裕常務執⾏役員⼈事部⻑
（右）に、
「働き⽅改⾰」の要請を⾏う、
渡延忠労働局⻑（左）

平成29年1月19日
花王株式会社

松井明雄人財開発部門副統括（右）に、
「働き⽅改⾰」の要請を⾏う、
渡延忠東京労働局⻑（左）

平成29年2月28日
オエノンホールディングス株式会社

⻄永裕司代表取締役社⻑（右）
に、
「働き⽅改⾰」の要請を⾏う、
渡延忠東京労働局⻑（左）

平成28年6月21日
ヒューリック株式会社

⼩林元取締役専務執⾏役員総合企画部⻑
氏（中央左）に、
「働き⽅改⾰」の要請を⾏う、
古瀬陽⼦雇⽤環境・均等部⻑（中央右）
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※ 東京商工会議所
東京都商工会連合会
東京都中小企業団体中央会
東京経営者協会
日本労働組合総連合会
東京都連合会

「働き方改革」に関する共同宣言

東京労働局（ 局⻑ ⻄
岸正人）、東京都及び
関係労使団体※ は、
平成27 年5 月19 日
に、東京都主催の「平
成27 年度第1 回東京
の成⻑に向けた公労使
会議」において、働き
方改革に関する共同宣
言を⾏いました。

写真中央が⾇添東京都知事、その右から⻄岸東京労働局⻑、村越東京都商工会連合会会
⻑、御⼿洗東京経営者協会副会⻑
舛添都知事の左から、前田東京商工会議所副会頭、大村東京都中小企業団体中央会会⻑、
大野日本労働組合総連合会東京都連合会会⻑
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経済社会のグローバル化が進展する中、東京はその国際
ビジネス拠点としての魅⼒を⼀層向上させ、世界の都市間
競争に勝ち抜くことが重要である。そのためには、世界か
ら多くの外資系企業を誘致すると同時に、都内の企業も付
加価値やイノベーションの創造、生産性の向上を遂げ、新
たな投資の呼び込みや雇用の創出、優秀な人材の確保・育
成を図る必要がある。
さらに、2020年に開催されるオリンピック・パラリン
ピック東京⼤会では、多くの都⺠が⼤会を観戦し、楽しむ
ことはもとより、おもてなしの心で世界中から訪れる人々
をボランティアとして歓迎するなど、時間にゆとりある生
活を実現し、成熟した都市となることも必要である。
しかしながら、⻑時間労働を⾏う者の割合は⾼く、年次
有給休暇の取得率は低い⽔準にとどまるなど、少⼦⾼齢化
が進む中で、すべての労働者が仕事と生活の調和を十分に
実現できている状況にはない。
また一方、グローバル化に対応する中で、プロフェッ
ショナルな能⼒を有する労働者がその能⼒を⼗分に発揮
し、企業において重要性が⾼まっている創造的な仕事を⾏
うための環境整備も求められている。

世界一の都市・東京の創造のためには、働き⽅の⾒直し
は重要な課題であると認識し、すべての労働者が意欲と能
⼒を⼗分発揮し、付加価値の創造や⽣産性の向上を図ると
同時に、将来にわたりゆとりを実感し、様々なライフイベ
ントに対応でき、地域活動への積極的な参加なども容易と
なる仕事と生活の調和のとれた働き方を実現することが望
まれる。
このため、東京都及び東京労働局並びに各団体は、次の
ような「働き⽅改⾰」に向けて、先進的な事例を紹介する
などの活動を通じ、気運の醸成を図っていくことを表明す
る。

１ ライフイベントに柔軟に対応できる制度の構築による
働き方改革

 労働者が⻑い職業⼈⽣の中で、健康であり、最大限
に能⼒を発揮できることを⽬的としたリフレッシュリ
カレント教育のための休み方

 次世代育成の観点から、⼦育て⽬的や不妊治療など
に対する休み方

 各々の労働者の育児や介護等のライフイベントに柔
軟に対応できる適切な労働環境の下でのテレワークの仕
組み

２ 労働時間の⾒直しによる働き⽅改⾰
 メリハリのある働き⽅ができるフレックスタイム制度
等の積極的な活用のほか、労働者の健康を確保するため
の下記のような時間管理
• 週１回程度のノー残業デーを設定すること
• ⼀定時刻以降の時間外労働を原則廃⽌すること
• 年間の上限となる時間外労働時間数を適切に設定
し、労働者個人単位で、毎月の業務内容と予定時間
外労働時間を管理すること

• やむを得ない残業は始業前に効率的に処理し、特
に、明るい時間の⻑い夏季は、店舗の営業時間や従
業員の通勤時間、保育所の開所時刻を考慮して、可
能な職場では「朝型の働き⽅」を⾏うこと

３休み方の⾒直しによる働き⽅改⾰
 計画年休の活⽤などによる年次有給休暇の取得促進
 オリンピック・パラリンピック東京大会を成功させる
ための「都市ボランティア」等地域貢献活動を容易にす
る休み方

共 同 宣 言

17



18※上記「東京労働局労働基準部労働時間課」は、平成28年4月から、「雇用環境・均等部指導課」に移管されています。



「働き方改革」及び「夏の生活スタイル変革『ゆう活』」の推進について

■「東京労働局働き方改革推進本部」は、
平成29年6月19日から6月28日にかけて、
東京労働局⻑及び雇⽤環境・均等部⻑が
主要な使用者団体、労働者団体を訪問し、
「働き方改革」及び
「夏の生活スタイル変革『ゆう活』」
推進の周知啓発等に関する協⼒要請を
⾏いました。

6月21日
一般社団法人東京経営者協会

6月20日
東京都商工会連合会

6月19日
連合東京

6月20日
東京商工会議所

6月28日
東京都中小企業
団体中央会

「働き方改革」及び「夏の生活スタイル変革（ゆう活）」
に関する要請書

政府では、労働力人口が減少していく中、女性や高齢者が働きやす
く、また、意欲と能力のある者が活躍しやすい職場環境を作り、労働
生産性を上げて成長を持続させるため、長時間労働の削減などの
「働き方改革」を推進しております。「働き方改革」は、本年３月２８日
に政府としてまとめた「働き方改革実行計画」においても「日本経済再
生に向けて、最大のチャレンジ」と位置づけられるなど、非常に重要な
課題です。

（中略）

「働き方改革」の実現のためには、日本の企業文化、日本人のライ
フスタイル、日本人の働くということに対する考え方そのものを転換
し、これまでの働き方を大きく見直すことが必要です。各々の企業に
おいては、長時間労働を前提としたこれまでの労働慣行を改めたり、
年次有給休暇を取得しやすい雰囲気を醸成するなど、それぞれの実
情に応じた取組を行うことが望まれます。

こうした「働き方改革」の一環として、政府として一昨年から、明るい
時間が長い夏の間は、朝早くから働き始め、夕方以降を家族と過ご
す時間などに充てられるよう、「朝型勤務」や「フレックスタイム制」な
どの推進により夏の生活スタイルを変革する国民運動を「ゆう活」とし
て展開しています。

（中略）

これまでも貴団体には、一昨年５月に「働き方改革に関する共同宣
言」を行っていただいたほか、傘下団体・企業等への「働き方改革」や
「ゆう活」に関する周知啓発に関し格別の御協力を賜ってきたところで
ありますが、改めてこの取組の趣旨を御理解いただき、傘下団体・企
業等に対します周知啓発に向けた御協力の程、何とぞよろしくお願い
申し上げます。

東京労働局長 渡延 忠
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「働き方・休み方改善コンサルタント」の活動

■ 個別訪問
経験豊富な社会保険労務士等が任命されている「働き
方・休み方改善コンサルタント」（以下「コンサルタン
ト」という）が、ご希望に応じて東京都内の企業を個別
訪問し、働き⽅・休み⽅の改善の助⾔や他社の導⼊事例
等の情報提供を⾏っています。
具体的には、「仕事のムダをなくし、労働時間、休日、
休暇制度を⾒直ししたい」、「フレックスタイム制や朝
型勤務等、柔軟な労働時間制度を導⼊したい」、「年次
有給休暇の取得を促進したい」といった相談に対応するなど、企業の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実
現に向けたサービスを提供しています（平成28年度：訪問企業数448件）。

■ 仕事と生活の調和に向けた
ワークショップ

当部指導課では、東京都内の企業を対象に、参加者が
コンサルタントと一緒にワーク・ライフ・バランスの実
現に向けた問題点の洗い出しや解決策の検討について、
討議形式のワークショップを開催しています。
（平成28年度：開催回数1１回 参加企業数７７社）。

■ 講師派遣
コンサルタントは、労働基準監督署で実施する集団指
導や講習会、地区労働基準協会等の関係団体主催の講習
会におけるワーク・ライフ・バランスに係る講座の講師
も努めています。
（平成28年度：派遣講習会１７件）。
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東京都との雇用対策協定に係る推進窓口での活動

「TOKYOライフ・ワーク・バランス推進窓口」
≫ 設置場所
文京区後楽2-３-３８ Ｋ.Ｉ.Ｓ飯田橋6階

≫ 利⽤時間
⽉〜⾦曜⽇ 9:00〜17:00（⼟⽇祝・年末年始は休み）
働き方・休み方改善コンサルティングは9:30〜17:00

「働き⽅改⾰宣⾔奨励⾦に係る研修」
研修の内容
・「働き⽅改⾰に取り組む必要性について及び制度整備のポイント」：東京労働局
・ 奨励事業の内容及び奨励⾦⽀払いまでの流れについて：東京都
（平成29年度実績）「各回定員40名程度」
第１回 平成29年5月23日PM第２回 平成29年5月24日PM
第３回 平成29年5月25日PM第４回 平成29年5月30日AM
第５回 平成29年5月30日PM第６回 平成29年6月 1日PM

■ 東京都との雇用対策協定に基づき、平成28年度は東京都・（公財）東京しごと財団・東京労働局・ハローワーク新宿の
職員等が助成⾦等の相談・申請や、働き⽅改⾰の取組相談等の事業主向け⽀援サービスをワンストップで提供する「TOKYO
働き方改革・正規雇用化推進窓口」において、当部指導課の「働き方・休み方改善コンサルタント」1名が毎日交替で企業
からの相談に対応しました。
平成29年度は東京都・（公財）東京しごと財団・当部指導課の「働き⽅・休み⽅改善コンサルタント」が、飯⽥橋の

「TOKYOライフ・ワーク・バランス推進窓⼝」において、引き続き助成⾦（働き⽅改⾰宣⾔奨励⾦・働き⽅改⾰助成⾦）の
相談・申請や、働き方改革の相談等に対応しています。
また、平成28年度は窓⼝において東京都・東京しごと財団・東京労働局の共同で、東京都内で事業を営む事業主を対象に

「働き方・休み方改善セミナー」を計7回開催しましたが、平成29年度も東京都・東京労働局の共同で東京都の働き⽅改⾰宣
⾔奨励⾦申請事業場に係る事前研修を計４０回開催する予定です。

※平成29年度は
約40回開催予定。
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